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本研究では、公立小学校通常の学級に在籍する児童１名を対象とし、授業に参加しない離席行動
を減少させ、授業に参加する行動がより生起（増加）するように、長期研修派遣教員と行動コンサ
ルテーションを実施し、その効果等について検討することを目的とした。離席行動等に関するアセ
スメントの後、同校教員９名の協力によって作成されたストラテジー・シートに基づき、支援員も
同席するフィードバック機会の設定、学級全体への支援と個別の支援の並行実践、複数の機能に対
応する行動支援の同時、段階的導入を行った。それらにより、離席行動は激減し、授業に参加する
行動が増え、担任の負担感も軽減した。このような結果をもたらした要因として、行動コンサル
テーション実践（１）に引き続き設置した垂直サインによる提示方法、担任に対する支援案にアレ
ンジを加えることも可とした配慮等が挙げられ、当研究で実施された行動コンサルテーションの有
効性が示された。

Ⅰ．問題と目的
行動コンサルテーション実践（１）では、通常の学級

に在籍するＢさんにおける授業妨害行動を低減するため
の行動コンサルテーションの効果等について検討した。
これに続き、本稿である行動コンサルテーション実践

（２）では、まずは同じ学級に在籍する特別な教育的ニー
ズのあるＣさんによる離席行動を減少させるための行動
コンサルテーションの効果について検討することとした。
そして、行動コンサルテーション実践（１）における課
題であった担任以外の教職員の参加についても、実現可
能な方法を試み、学校における行動コンサルテーション
のあり方について検討を加えることを目的とした。

Ⅱ．方法
１．参加者

本研究には、公立Ａ小学校（以下Ａ校）に通う特別な
教育的ニーズのある児童１名（クライエント）、その担

任教師と特別支援教育支援員（コンサルティ）、当該地
域に設置された大学の教育養成学部において長期研修を
受けている「研修教員（Ａ校在籍；「見習い」コンサル
タント・第２著者）」、発達障害心理学・応用行動分析学・
行動コンサルテーションを専門とする大学教員（第１著
者）の計５名が基本的に参加した。さらにＡ校在籍の各
学級担任教師９名も本研究の一部に加わった。
 （１）クライエント

クライエントは、Ａ校の通常の学級１学年に在籍する
女子児童１名であった（以下「Ｃさん」とする）。Ｃさ
んは、ＡＳＤ及びＡＤＨＤの診断があり、特別支援学級
入学も検討されたが、教育支援委員会を経て通常の学級
に入学した。入学して１ヵ月を過ぎた頃から、授業中教
室を退室し校内を徘徊する行動等が目立ち、担任教師は
対応に非常に苦慮していた。授業妨害行動はみられな
かったが、本人が落ち着ける別室を設けても機能しない
ことが増え、参観日や雨天の日でも１人で校庭に出て行
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くなど、特別支援教育支援員（以下、支援員）や管理職
が対応しても困難の一途であった。２学期に入り、安全
面からも教室内など担任等の目が行き届く場所で過ごせ
るようになるため、家庭と協議したうえで「何をしてい
てもよいから席に着く」という約束をしていた。しかし
ながら、教室内外への離席は多発していた。
 （２）コンサルティ

Ｃさんの担任で小学校勤務７年目の女性教諭（以下、
担任）と、Ｃさんの在籍学級の支援を週３日担当する小
学校勤務２年目の支援員であった。担任は、行動コンサ
ルテーション実践（１）により、児童の行動問題に対す
る対応に一定程度の自信をつけつつも、Ｃさんの離席行
動への対応に対して「声をかけてよいかわからない」と
述べるなど、不安を抱えていることが推測された。
 （３）コンサルタント（研修教員及び大学教員）

コンサルタントは行動コンサルテーション実践（１）
と同じく、担任と同じＡ校に在籍しながら、当該地域に
設置された大学の教員養成学部で特別支援教育の長期研
修（１年間）を受けていた教員（以下、第２著者）であっ
た。発達障害心理学・応用行動分析学・行動コンサルテー
ションを専門とする大学教員（以下、第１著者）と随時
協議をしながら、コンサルテーションを進めていった。
２．倫理的配慮

本研究開始時に、第２著者は、学校長と担任に対して
は口頭で、Ｃさんの保護者に対しては文書に基づいて、
説明を行った。ここで第２著者は、①関係者全員のプラ
イバシー厳守に努めながら研究に取り組むこと②途中で
研究を辞退してもよいこと③研究の成果を公表すること
を伝え、関係者全員から同意を得た。この時、保護者に
対しては、研究の方向として応用行動分析学及び行動コ
ンサルテーションについて口頭で簡単に説明した。上
記に加え、「国立大学法人山口大学　人を対象とする一
般的な研究に関する審査委員会」の承認（管理番号：
202107001）を得た。
３．標的行動

授業中における学習に関係のない離席行動を標的行動
とした。なお、この標的行動は、普段の行動観察から、
課題逃避、注目要求、活動要求の機能を有することが推
察された。
４．セッティング

Ｃさんの在籍教室（35名在籍）、体育館、廊下を使用
した。第２著者は、後述するベースライン期は廊下に、
介入１期から２’期は教室及び体育館最後方に位置し、
必要に応じて他児童の学習支援を行いながら、Ｃさんの
視界に入りにくい場所で行動観察を行った。なお、介入
３期においては廊下に位置した。

５．研究デザイン
本研究は、後述するベースライン、介入１、介入２、

介入２’、介入３の５フェイズから構成された。
６．データの記録方法

研究を開始する前の１ヵ月間、平澤（2010）を参考に
作成した時間割を用いた記録表に、Ｃさんの学級で業務
に当たる支援員２名が、交替でＣさんの離席行動の生起
の有無を記録した。その記録も参考に、第２著者は、１
校時から５校時のＣさんの直接行動観察を行い、記録用
紙に記入した。この記録用紙は、井上・井澤（2007）に
記載されたものを使用した。記録用紙には、標的行動が
生起した時間、「（Ａ）先行条件　標的行動が生起した
きっかけ」「（Ｂ）行動　標的行動の内容」「（Ｃ）結果　
どう対応したか」を記入した。
７．学校訪問期間

本研究は、Ｘ年10月から12月まで行われた。第２著者
は、ベースラインから維持状況の確認まで計14回訪問し
た。
８．手続き
 （１）ベースライン期：Ｘ年11月８日、９日、10日、12
日の４日間（8:25～14:30）、第２著者は廊下からＣさん
の行動観察を行った。担任に対しては「普段通り」に対
応してもらった。
 （２）介入期：Ｘ年11月26日に、第２著者、担任，Ａ校
教員９名が参加する校内研修会（以下、コンサルテー
ション研修会）を行い、参加者全員でストラテジー／
シート（Fig.１）を作成し、介入を実施した。介入期に
おいては、行動観察をした日の児童の下校後、支援員の
勤務条件に合うよう６校時にフィードバックの機会を
設けた。その際、Fig.４（途中経過）を提示し、介入の
整合性と効果について肯定的なフィードバックを行っ
た。担任が対応の困難さを述べた場合には、共感的に聴
き、支援案の修正の要否、改善方法を検討した（Table
１）。支援員に対しても支援の方針を伝え、具体的な支
援の方法について困っている旨の感想を述べた際には随
時助言を行った。

①介入１：Ｘ年11月29日、12月１日の２日間（8:25～
14:30）実施した。第２著者は教室・体育館内に位置し、
カーテンの開閉など授業の進行の補助や他の児童の支援
をしながら行動観察を行った。Table１の通り、ストラ
テジー・シート（Fig.１）から担任が選択したものを支
援案とした。注目要求機能に対応する支援Ａ’１「授業
開始時、必ずＣさんに注目する」、逃避要求機能に対応
する支援Ａ’２「授業をチャイム音で確実に開始、終了
する」の２つについては、端的な言葉で表した「担任支
援カード」（Fig.２）を、コンサルテーション実践（１）
同様、担任がいつも目にする場所（教室の教卓背面）に
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「垂直サイン」（松岡ら，2000参照）にして設置した。Ａ’
３「読書等をしてもよい条件を明示する」については、
学級全体に対し口頭で明確に示すこととした。また、第
２著者から支援員に対し、指示をした後の児童の様子を
見届け、承認するよう依頼した。

② 介 入 ２： Ｘ 年12月 ２ 日、 ３ 日 の ２ 日 間（8:25～
14:30）介入１期と同じセッティングで実施した。介入
１期の支援案を継続しながら、ストラテジー・シート

（Fig.１）のＡ’２「着席を促す指示を机に貼る」視覚支
援（以下、着席カード）を、担任の希望により、Ｃさん
の机だけではなく全児童の机の右上に貼付した（Fig.３）。
次に、介入１の支援Ａ’１を補完する目的で、授業開始
時のチャイム音を先行条件としＣさんが顔を上げる行動
が生起するよう、担任とＣさん間で確認した（Table�1）。

また、学習参加時の離席が増加したため、これに対す
る消去とともに、着席行動を指示し、強化した。

③介入２’：Ｘ年12月14日の１日（8:25～14:30）、介入
１期と同じセッティングで実施した。介入２におけるＣ

さんの行動変容をもとに、注目要求を満たしつつ集団
を意識させる口頭指示（「Ｃさんが○○したら△△しま
しょう」等）をすることとした。

④ 介 入 ３： Ｘ 年12月21日、23日 の ２ 日 間（8:25～
14:30）、実施した。第２著者は、介入１期から介入２’期
では教室・体育館内に位置したが、ここではベースライ
ン期と同様に廊下に位置した。介入３では、いわゆる

「合法的な」離席機会の確保及び授業前における級友へ
の着席促進役を付与した。
 （３）事後インタビュー及び維持状況の確認：第２著者
は保護者及び担任に対して事後インタビューを実施した。
ここでは「今回の取組は有効であったか」「担任の負担

（感）はどうか」「今後どのようなことに気を付けて子ど
もに接していきたいか」について尋ね、回答を得た。長
期休業明けの２週目に第２著者は担任、管理職からＣさ
んの様子を聞き取り、廊下から授業を参観した。

　Table １　支援案等

介入期 Ｃさんに対する個別の支援 その他学級全体の支援
介入１ 注目要求に対応した支援（Ａ’１）

授業開始時、必ずＣさんに注目する。
活動獲得要求に対応した行動（Ａ’２）
　次の活動（読書等をしてもよい条件）を明示する。

課題逃避に対応した支援（Ａ’２）
授業をチャイムで確実に開始、終了する。
活動獲得要求に対応した行動（Ａ’２）
　次の活動（読書等をしてもよい条件）を明示する。

介入２ 注目要求に対応した支援
「チャイムが鳴ったら帰ります」等、担任とＣさんで
休憩時間に話し合って約束をする。
（授業参加離席時）望ましい行動への修正
　立ち上がろうとする度に「すわったら聞きます」
　と指示する。

活動獲得要求に対応した行動（Ａ’２）
予め書籍・自由帳を準備させる。

望ましい行動の提示（Ａ’２改）
　着席を促す指示を全児童机に貼付する。

介入２’ 注目要求に対応した支援
集団も意識させる「Ｃさんが座ったら終わります」のような指示を試行する。

介入３ 許容範囲を認める支援
　役割を与えるなど、離席が認められる機会をつくる。

支援員
への助言

・指示を見届け「できたね」等の言葉がけを行う。
・指示したいことは優先順位をつけて一つずつ言葉がけを行う。

※（　）内はFig.１内の項目。コンサルテーション研修会で検討、採択した支援案
　 （　）のない支援案は、フィードバック時に協議して採択した支援案

Fig.２　担任支援カード
※写真には個人情報等のないことを確認している。

Fig.３　着席カード
※写真には個人情報等のないことを確認している。
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Ⅲ．結果
本研究の結果をFig.４に示した。ベースライン期にお

ける標的行動は、１日目12回、２日目５回、３日目９回、
４日目７回であり、教室内、教室外とも生起していた。
１日あたり５校時であったが、毎日１授業時間に１回以
上、学習活動とは関係なく離席行動が生起していた。ま
た、この頃のＣさんにとってはチャイム音が学習活動開
始に関する有効な手がかりとしては機能していない様子
であった。

介入期における標的行動はベースライン期に比べて減
少した。介入１期においては教室外への離席は生起せず、
全てが教室内おける離席であった。介入２期、２’期に
は、教室外への離席が生起することはあったが、教室内
外を合わせた生起回数は２回と大幅に減少した。

介入１期では、注目要求機能に対応する支援に対し、
Ｃさんは授業開始のチャイム時には着席しているもの、
自由帳や読書活動を継続した。これらの活動はＣさんの
好みの活動であり、チャイムが鳴ってから担任がやめる
よう指示をしても指示従事は困難であった。また、書籍
の交換のため離席することも複数回あった。

介入２期においては、担任が「次の活動」従事可の条
件を再度学級全体に伝達し、さらに予め書籍や自由帳の
準備をさせた結果、Ｃさんの学習参加行動が増加した。
担任とＣさんとで行った確認内容は適切に実行されてい
た。着席カードの貼付を契機に、チャイム音により着席
行動を生起する児童が増え、Ｃさんもこのことが可能と

なった。これらにより授業の開始時における担任の注目
提示が徹底され、Ｃさんの学習参加行動が徐々に増加し
たが、その一方で、学習活動の成果報告目的の離席行動
が生起した。担任は上記目的による離席行動に対しては
消去手続きを実施したうえで、着席指示を行ったところ、
Ｃさんの着席行動が生起し、着席行動を継続した状態で
成果報告を行うことが可能となった。

さらに、「前に行ってもいいですか」等と離席許可を
得ようと試みる言動や級友が着席している様子を確認す
る行動がみられた。また、介入２’期で行った口頭指示
に対しては、それが全体指示であったにも関わらず、Ｃ
さんは手を止める、担任を見るなど集団活動に必要な行
動を生起した。

以上のように、離席行動という行動問題の減少ととも
に、離席の可否確認や学習参加などの適切な行動が増加
した。

介入３期では、これまでの介入手続きに加えて、離席
行動に意味や役割をもたせるなど、いわゆる「合法的
な」離席機会を確保したところ、学習不参加の離席行動
は生起しなかった。

保護者へのインタビューの結果（Table２）では、母
親から、授業への参加に対する驚きのコメントが得られ
た。１学期末に学校におけるＣさんの様子を知り、家庭
において理由や具体的な方法を丁寧に話した上で、着席
して過ごすようにと約束したが、予想を超える好結果で
あったことに対する回答を得た。担任への事後インタ

Fig.４　標的行動の生起回数推移

（日付）

（回）
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ビューの結果（Table３）では、今回の取組について負
担感はなく、Ｃさんにとって効果が感じられたとの回答
を得た。長期休業が明け、第２著者は担任等からＣさん
の様子を聞き取った。教室外に離席することはなく、体
育館に移動する際にも皆と一緒に移動ができるように
なったとの回答であった。第２著者が廊下から参観した
ところ、Ｃさんは教室内で着席し、授業に参加している
ことを確認した。

Ⅳ．考察
本研究は、通常の学級に在籍するＣさんの離席行動を

減少させるための行動コンサルテーションの効果及び担
任以外の教職員の参加によるコンサルテーションのあり
方について検討することを目的とした。ベースライン期
のＣさんの離席行動は、逃避機能、活動要求機能、注目
要求機能を有すると推測されるものであった。この頃Ｃ
さんは母親と「何をしていてもよいから授業中は着席す
ること」と約束していた。そして、このことを担任も把
握していた。ベースライン測定よりも２～３ヵ月前（１

学期）のＣさんは教室内にとどまることなく、しばしば
校内各地を徘徊していたが、母親との約束の影響か、こ
のときのＣさんの離席行動は教室内とその周辺にとど
まっていた。「声をかけてよいかわからない」との第２
著者に対する担任のコメントは、このタイミングで何か
新たな介入を導入すると、かえって行動が悪化するので
はないかという不安であったと考えられた。このような
担任の不安に加え、確かにＣさんの行動範囲は狭くなっ
てはいるものの「離席」という点では変化がなく、本人
の学習が遅れてしまうことも危惧されたため、可及的速
やかに介入を導入することとした。

介入期以降は、Fig.４のとおり標的行動は大幅に減少
した。行動コンサルテーション実践（１）の考察でも述
べたが、小学校においては学級全体へのアプローチが個
別の行動問題生起を予防し（大対，2016）、学級全体へ
の支援を基盤に個別支援を導入することは負担なく介入
の整合性を維持する（米沢谷・柘植，2020）との指摘が
あることから、個別の支援と学級全体への支援をあわせ
て提案・助言することとした。また介入期を通して行っ

Table ２　保護者への事後インタビューの結果

質問１　　結果（Fig.４）を知ってどう思うか
回答１　�　２学期のはじめに『座っていたら何をしていてもいいから、立ち歩かない』という約束して目標にしたのに、授業に

参加していると聞き、とてもうれしく、驚いている。授業に参加しているなんて、がんばっていたんですね。家で疲れ
たようすを見せることがあったのですが、納得しました。かかわってくださり、ありがとうございます。

質問２　　児童の家庭でのようすや家庭でのかかわりの変化はあるか
回答２　�　学校であったいやなことを話さずにためているようだったので、「楽しかったことだけじゃなく、いやだったことも

言っていい」と伝えました。すると、○○ちゃんが叱られたとかほめられたとか、友達のことを家で話すようになった
ので、「友達がほめられたことは、どんどんまねしなさい」と伝えました。

Table ３　担任への事後インタビューの結果

質問１　　今回の取組は効果があったか
回答１　・Ｃさんにとって
　　　　　もちろんです。行動もだがＣさんの表情がキラキラしている。
　　　　　Ｃさんは他の児童に対して「座るんよ」「チャイム鳴るよ」等の呼びかけもするようになった。
　　　　・その他
　　　　　�（Ｃさんが）外から帰ってこないようなときに高学年の児童が協力してくれたり、管理職、専科の教職員が働きかけて

くれたり、Ｃさんに対する理解が進み、体制としても協力的になったと感じている。
質問２　　コンサルテーションの負担感について
回答２　�　研修会形式のストラテジー・シート作成については、自分の担任するクラス内のことを他の教師から聞く機会はない

ので、様々な意見が聞けてよかった。改善へのモチベーションにつなげることを意識したので、自分の欠点として捉
えて自己嫌悪に陥ることはなかった。介入案の内容については、自分にとってプラスアルファの提案のため、続けやす
かった。視覚支援ツール等「やったらいいだろう」と今まで思っていたことを実行できた。視覚的な情報と聴覚的な情
報が合わさる効果を実感した。着席カードは子供たちが友達同士の注意喚起に活用していた。コンサルタントのかかわ
りについては、毎日のフィードバックにより、できたことが分かり、やり方の修正もできた。具体的な情報交換がなさ
れたことから、支援員への共通理解も図れた。研究期間が、成績処理等で忙しい学期末に重ならなければ、もっと心に
余裕がもてたと感じる。

質問３　　今後子供（たち）にどうかかわっていくか
回答３　�　Ｃさんに対しては、納得したら行動に移せることがわかったので、指示する際には趣意説明をしたい。指示をしては

「見取る」、「ほめる」でよりよい関係づくりをしていきたい。また、Ｃさんと目が合うことが増えたので、授業中、休憩
時間を問わずアイコンタクトによるサインを大事にしたい。また、Ｃさんにしていたことを学級全体でも実践すること
で他の行動問題が生起する児童にも効果があると感じられたので、継続してやっていきたい。私の言葉が届き、いろん
な活動がこなせるようになってきたので、今後は集団としての活動で達成感や喜びを味わわせたい。
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たフィードバックは、担任に対してだけではなく、支援
員も加えて行った。その際、介入の整合性に関する担任
等の不安を十分に聴き取り、どうすればねらいとする支
援につながるかを協議し、補充的支援や担任の希望に基
づく新たな支援を取り入れたうえで次段階に進むよう配
慮した。

課題逃避機能が推定される離席行動については、介入
１において授業の開始と終了を時刻通りするよう提案し
たが、実行に移されないこともしばしばあったため、介
入２においてこのことを再提案したところ、担任はそれ
を実行した。これに伴い、離席行動も減少したのではな
いかと考えられた。

活動要求機能が推定される離席行動に対しては、介入
１期初日にＣさんを含む学級全体に、好みの活動が遂行
可能な条件を明示し、その時間を確保することとした。
しかしながら、その結果、学級の半数程度の児童が、好
みの活動を遂行するための物品を取りに行くため離席し、
室内を立ち歩くことになった。そのため、介入２期にお
いて、第２著者は児童全員に好みの活動を遂行するため
に必要な物品は予め手元に確保して置かせるよう、担任
に対して助言を行った。その結果、これ以降は、Ｃさん
を含む学級全体が離席することなく好みの活動に従事し
た。

注目要求機能が推定される離席行動に対しては、それ
と対立する着席行動に対して、担任は授業開始時に視線
を送ったり、短時間の会話の時間を設定したりして、Ｃ
さんに注目を提示した。このようにごく短時間ではあっ
たものの、比較的頻繁に担任からの注目が提示されてい
たことが奏功したと考えられた。

介入３期においては標的行動が全く生起しなかったが、
これは、いわゆる「合法的」な離席であれば、それは許
容して構わない（文部科学省，2021参照）という考えに
基づくものである。例えば、役割を与えたり動作を伴う
活動を指示したりといった方法であるが、このような方
法は、小学校等ではしばしば行われている支援方法であ
り、小松（2011）や桑原（2008）も、授業の中でこのよ
うな配慮を取り入れることで、落ち着いて学習に取り組
めた事例を紹介している。特に多動の子供に対して効果
的であろう。

以上のように、本研究では、第２著者、担任、その他
の教員９名の協力によって作成されたストラテジー・
シート（Fig.1）に基づき、支援員も同席するフィード
バックの機会を設定し、学級全体への支援と個別の支援
を並行して行った。そして、複数の機能に対応する行動
支援を段階的に平行させながら導入した。その効果とし
て、Ｃさんの標的行動は激減し、それと呼応して適切な
行動が増え、担任の負担感の軽減が図られた。Fig.１に

示された支援案をベースに、担任は自発的に少々のアレ
ンジを加えること等もあった。このように担任に対して、
アレンジを加えたりすること等も可とした配慮は、担任
自身の当該行動支援に関する自己効力感を高め、継続
した支援につながる可能性があると考えられた（道城，
2012）。

ところで、「校内コンサルテーション」のあり方につ
いて、コンサルテーション実践（１）において指摘した
課題を改善するための試みについて述べる。

本稿（２）においては、Ｃさんと担任に対するコンサ
ルテーションに主眼を置きながらも、支援員にも可能な
範囲で参加してもらった。これにより、例えば、Ｃさん
の適切行動に対して、担任だけでなく支援員からも強化
刺激が随伴されるため、より適切な行動が強化されやす
くなったと考えられた。その一方で、一般的に支援員等
の加配教職員は、研修の機会が少なく、勤務時間もさま
ざまであるため、児童に対する対応が担任とマッチして
いないことも散見される。今回の取組では、このような
問題が生じることを少しでも防ぐため、担任と支援員の
双方の時間的都合を考慮し、６校時にコンサルテーショ
ンの機会を設定したが、このような配慮が今後もなお求
められるだろう。

最後に、コンサルテーション研修会について言及した
い。松岡（2007）は、担任との協議の場に誰もが参加で
きるよういくつかの配慮したところ、他学級担任が自主
的に参加した事実を述べているが、本研究において協議
の場は時間的制約から１回のみにとどまった。しかし自
由参加であったにもかかわらず、全学級担任11名中10名
の参加があった。そして、この協議の場では、例えば、
教員歴２年目の若手教員が非常に前向き、建設的な意見
を出し、ベテラン教員もこれに対して議論を深めるなど、
参加教員にとって極めて有意義な時間となった。小学校
においては、例えば、他の学級の児童の行動について協
議する機会は少ない。問題の共有化は、孤立する教師を
減らし、離職・休職者の増加を食い止めることにもつな
がるであろう。同籍校の教師によるコンサルテーション
のよさを生かし、「校内型コンサルテーション」のより
よいあり方について、今後も教育現場における実践を蓄
積していく必要がある。
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